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　６月28日、島根県大田市にある石見銀山遺跡を、ユネスコ世界遺産委員会が世界遺産（文化登録）に登録
することを決めました。世界遺産には文化遺産、自然遺産、複合遺産があり、これまで830件が登録。日本
の世界遺産登録としては14件目であり、文化遺産としては11件目、産業遺跡としては日本国内初の登録とな
ります。石見銀山は16世紀から17世紀にかけて世界有数の銀産出量をほこり、海外へも輸出されました。

今月のキーワード

石
い わ み 　

見 銀 山

　安倍内閣は６月19日に、今後の経済財政運営の指針となる「経済財政改革の基本方針2007」を閣議決定。
小泉内閣のときから「骨太の方針」と呼ばれていたこの方針は安倍内閣では初めて。「美しい国へのシナリ
オ」という副題をつけたこの方針は、健在成長と財政健全化を一体的にした改革を進めることをうたってい
ます。全労連は「国民からのいっそうの収奪と負担増、弱肉強食の戦争する国づくりに向かうもの」と批判。

今月のキーワード

骨太の方針2007年

　

昨
年
の
９
月
、
小
泉
内
閣
か
ら
引

き
継
い
だ
安
倍
内
閣
。
通
常
国
会
で

は
海
外
で
戦
争
す
る
国
づ
く
り
の
た

め
に
憲
法
を
改
正
し
よ
う
と
、
改
憲

手
続
き
を
決
め
た
「
国
民
投
票
法
」

を
強
行
成
立
、
５
０
０
０
万
件
を
超

え
る
「
消
え
た
年
金
」
問
題
や
住
民

税
増
税
で
は
国
民
の
怒
り
と
不
安
が

広
が
り
、
暮
ら
し
も
平
和
も
脅
か
す

悪
政
が
続
い
て
い
ま
す
。

　

発
足
か
ら
１
年
も
た
た
ず
に
、
３

人
の
閣
僚
が
辞
任
し
た
安
倍
内
閣
。

小
泉
内
閣
か
ら
安
倍
内
閣
の
６
年

間
、
悪
政
に
手
を
貸
し
て
き
た
の
が

民
主
党
。
こ
の
間
の
与
党
と
民
主
党

の
動
き
を
見
て
み
ま
し
ょ
う
。

▼
ワ
ー
キ
ン
グ
プ
ア
、
格
差
と
貧
困

を
作
り
出
し
た
非
正
規
雇
用
を
増
や

す
環
境
を
作
っ
た
の
が
１
９
９
８
年

の
労
基
法
改
悪
。
３
年
雇
用
の
有
期

雇
用
制
度
を
新
設
し
ま
し
た
。
民
主

党
は
そ
の
後
裁
量
労
働
制
、
変
型
労

働
時
間
制
の
導
入
も
賛
成
し
ま
し

た
。
１
９
９
９
年
の
労
働
者
派
遣
事

業
法
改
定
で
は
、
そ
れ
ま
で
26
業
種

に
規
制
し
て
い
た
も
の
を
派
遣
事
業

の
原
則
自
由
化
に
踏
み
込
み
ま
し

た
。
さ
ら
に
２
０
０
３
年
に
は
製
造

業
に
も
拡
大
。
偽
装
請
負
の
広
が
り

の
温
床
に
な
っ
て
い
ま
す
。
労
働
安

全
衛
生
法
改
悪
（
２
０
０
５
年
）
で

は
年
間
総
労
働
時
間
・
残
業
規
制
の

緩
和
を
す
す
め
て
い
ま
す
。

▼
暮
ら
し
で
は
、
２
０
０
５
年
に
介

護
保
険
法
を
改
悪
、
軽
度
の
介
護
者

の
サ
ー
ビ
ス
を
切
り
捨
て
、
施
設
利

用
の
負
担
増
を
す
す
め
ま
し
た
。
ま

た
母
子
寡
婦
福
祉
法
改
定
（
２
０
０

２
年
）
で
は
児
童
扶
養
手
当
を
最
大

で
半
額
ま
で
減
額
し
て
い
ま
す
。

▼
防
衛
庁
を
防
衛
省
に
格
上
げ
し
た

防
衛
省
設
置
法
が
２
０
０
６
年
12
月

15
日
に
成
立
し
、
自
衛
隊
の
海
外
派

遣
が
本
来
業
務
に
。
そ
し
て
安
倍
首

相
は
「
集
団
的
自
衛
権
」
行
使
の
研

究
を
指
示
。
１
月
９
日
に
防
衛
庁
が

防
衛
省
に
。
国
民
投
票
法
は
も
と
も

と
政
府
与
党
と
い
っ
し
ょ
に
な
っ
て

作
ろ
う
と
し
て
い
た
も
の
。
民
主
党

は
賛
成
に
は
加
わ
り
ま
せ
ん
で
し
た

が
採
決
の
日
程
に
は
同
意
し
て
成
立

に
手
を
貸
し
ま
し
た
。

悪
政
を
ス
ト
ッ
プ
さ
せ

憲
法
を
守
り
生
か
そ
う

悪政を競い合う
　　与党＆「２大政党」

▶教育基本法改悪法案の国会論議中、
「やら

せミーティング」発覚▶本間正明・政
府税制

調査会会長が公務員官舎に不適切な形
での入

居発覚し辞任（12月25日）▶佐田玄一
郎・行

政改革担当大臣、虚偽の政治資金収支
報告書

の提出が発覚し辞任（12月27日）▶「
女性は

産む機械」と問題発言の柳沢伯夫・厚
生労働

大臣（１月27日）▶安倍首相、従軍慰
安婦問

題で「強制連行の証拠はなかった」と
発言し

内外から反発（３月１日）▶松岡利勝
・農林

水産大臣、事務所費問題発覚（３月1
0日）、

松岡大臣は林道建設談合事件の渦中に
自殺▶

文部科学省が2008年度から使う高校教
科書の

検定で、沖縄戦での住民の集団自決を
日本軍

が強制したとの記述に削除の意見を
つけた

（３月30日）▶「離婚後300日以内に
生まれ

た子は前の夫の子と推定」の民法規定
見直し

に、長勢法務大臣が「貞操義務」問題
から改

正提案を見送りに（４月６日）▶「消
えた年

金」問題で国民の怒り全国に。しかし
７月１

日には社会保険庁解体・民営化法、年
金効特

例法が成立▶６月６日、陸上自衛隊の
情報保

全隊による大規模な国民監視活動が発
覚▶久

間防衛大臣、アメリカの原子爆弾投下
を「し

ょうがない」とした是認発言が問題化
し辞任

（７月３日）▶亡くなった松岡大臣の
後任の

赤城農水大臣の事務所経費疑惑がまた
また浮

上（７月８日）

安
倍
内
閣
の
９
ヵ
月

こ
の
ス
キ
ャ
ン
ダ
ル
と

　

疑
惑･

暴
言
の
数
々

　

６
月
23
日
、
大
阪
公
務
共
闘
は
、「
街
か
ど

暮
ら
し
の
な
ん
で
も
行
政
相
談
」
を
ダ
イ
エ
ー

長
吉
店
（
大
阪
市
平
野
区
）、
イ
ズ
ミ
ヤ
若
江

岩
田
店
（
東
大
阪
市
）
で
開
催
し
ま
し
た
。
こ

の
間
、「
消
え
た
年
金
記
録
問
題
」
や
「
住
民

税
増
税
問
題
」
な
ど
で
、
国
民
、
住
民
の
怒
り

や
不
安
が
う
ず
ま
い
て
い
ま
す
。

　

大
阪
公
務
共
闘
で
は
、
こ
う
し
た
年
金
、
税

金
だ
け
で
な
く
、
国
民
健
康
保
険
、
介
護
保

険
、
子
育
て
、
教
育
な
ど
、
さ
ま
ざ
ま
な
地
域

住
民
の
行
政
相
談
に
応
え
よ
う
と
と
り
く
ん
だ

も
の
で
、
３
月
に
ダ
イ
エ
ー
京
橋
店
で
開
催
し

て
か
ら
２
回
目
で
す
。
イ
ズ
ミ
ヤ
若
江
岩
田
店

で
は
、
の
べ
30
件
の
相
談
が
寄
せ
ら
れ
ま
し

た
。
各
分
野
に
対
応
し
た
相
談
員
が
、
制
度
や

し
く
み
な
ど
に
つ
い
て
丁
寧
に
対
話
し
、
相
談

に
あ
た
っ
て
い
ま
し
た
。

大
阪
公
務
共
闘
が

�

２
カ
所
で
開
催

街かど暮らしのなんでも行政相談

東大阪市のイズミヤ若江岩田店でのなんでも
行政相談のようす　　　　　　　　　　　　

　

６
月
16
日
、
京
都
市
内
で
、
第
14
回
自
治
労

連
近
畿
ブ
ロ
ッ
ク
囲
碁
将
棋
大
会
が
開
催
さ
れ

ま
し
た
。
大
阪
自
治
労
連
か
ら
は
、
囲
碁
で
吹

田
市
職
労
チ
ー
ム
、
将
棋
で
東
大
阪
市
職
労
チ

ー
ム
が
出
場
し
ま
し
た
。
熱
戦
、
接
戦
の
す

え
、
吹
田
市
職
労
チ
ー
ム
が
囲
碁
で
３
年
連
続

の
優
勝
を
飾
り
ま
し
た
。
囲
碁
、
将
棋
と
も
上

位
２
チ
ー
ム
が
７
月
６
日
～
７
日
に
開
催
さ
れ

た
自
治
労
連
第
19
回
全
国
囲
碁
将
棋
大
会
に
出

場
し
ま
し
た
。
吹
田
市
職
労
チ
ー
ム
は
全
国
大

会
で
も
健
闘
し
、
準
優
勝
に
な
り
ま
し
た
。
近

畿
ブ
ロ
ッ
ク
大
会
の
結
果
は
つ
ぎ
の
通
り
で

す
。

写真は全国大会で準優勝した吹田市職労チ－
ム。（左）麻田幸夫さん（中）倉脇道広さん　　
（右）畑中明さん　　　　　　　　　　　　　

吹
田
市
職
労
囲
碁
チ
ー
ム

各
大
会
で
大
活
躍

近畿ブロック大会で優勝
全国大会では準優勝に　

◆囲碁の部
優　勝
　吹田市職労チーム
準優勝
　滋賀県職チーム
３　位
　兵庫自治労連チーム
◆将棋の部
優　勝
　京都府職労チーム
準優勝
　滋賀県職チーム
３　位
　東大阪市職労チーム

生活を脅かす悪法に対する各政党の態度
各　種　法　案 年 自 民 公 明

民　　主
共 産 社 民

旧民主 自 由
労働者派遣事業法改定
（原則自由化） 1999 ● ● ● ● 〇 ●

法人税法等改定
（大企業減税） 2002 ● ● ● 〇 〇 〇

有事関連３法 2003 ● ● ● ● 〇 〇
自衛隊・イラク派遣法 2003 ● ● 〇 〇 〇 〇
労働基準法改定 2003 ● ● ● ● 〇 〇
介護保険法改定 2005 ● ● ● 〇 〇
労働安全衛生法等改定 2005 ● ● ● 〇 ●
市場化テスト法 2006 ● ● ● 〇 〇
地方分権改革推進法 2006 ● ● ● 〇 ●

教育基本法改定 2006 ● ● 〇
（採決日程同意） 〇 〇

防衛省設置法 2007 ● ● ● 〇 〇

国民投票法 2007 ● ● 〇
（採決日程同意） 〇 〇

●＝賛成　〇＝反対

小泉内閣・安倍内閣のすすめてきた
労働者・国民いじめの増税　　　　

　小泉内閣と安倍内閣の６年間ですすめてきた労働者・国民イ
ジメの増税額は、なんと、５兆2000億円にもなります。一方で、
大企業や大資産家などへの減税は約４兆3000億円。労働者・国
民に押し付けた増税分の大半がそっくり大企業や大資産家の減
税の穴埋めになっています。この逆立ち税制こそ問題です。

増税の項目 増税額
定率減税の半減・廃止 ３兆3734億円
配偶者特別控除の廃止 7344億円
公的年金など控除の縮小 1583億円
老年者控除の廃止 2243億円
高齢者の非課税限度額の廃止 171億円
消費税の免税点引き下げ等 6300億円
発泡酒・ワインなどの増税 930億円
　　合　　計 ５兆2000億円

５兆2000億円なんと

参議院選挙で国政革新を

STOP


